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注釈
部落差別を含む「職業と世系に基づく差別」の撤廃を目指し、現在、国連は、人権
保護促進小委員会で特別報告者を任命し、そのための「原則と指針」案を作成する作業を進めています。その一環として、特別報告者は「職業と世系に基づく差別」をなくすために活動をしているNGOにアンケート調査を行いました。この文書は、そのアンケートに答えて、国連に提出したものです。



 

質問事項 
１．影響を受けているコミュニティのリスト： 

あなたの国において、職業あるいは世系に基づいて差別されているコミュニティ（ディア

スポラのコミュニティも含む）、人々の集団あるいは地域を特定してください。 

 

２．影響下にある人の数：影響を受けている人びとの数。 

 

３．背景情報：それら差別の歴史的、社会的、宗教的および文化的背景に関する簡潔な情報を

提供してください。 

 

４．差別の種類：どのような種類の差別ですか？（例えば、教育、職業、雇用、土地の所有、

住居、水、結婚、命名制度、宗教、公共施設やサービスへの災害時を含めたアクセス、公

共資源の割り当て、そして警察あるいはその他の法執行機関の職員およびその他のコミュ

ニティの構成員による暴力） 

 

５．差別の期間：この差別はどのくらいの長さ続いてきましたか？ 

 

６．モニター機構：あなたの組織は差別事件を記録するモニター機構をもっていますか？もし

あるならば、どのレベル（全国、都道府県、地区、等）でありますか？ 

 

７．関連の憲法上、法律上および行政上の措置の実施：職業と世系に基づく差別の撤廃を目指

した憲法上、法律上および行政上の措置に関する政府の計画策定に、当事者コミュニティ

はどのように相談を受け、また、それらの実施においてどのように関与してきましたか？

影響を受けているコミュニティに立ちはだかる障壁、とりわけ、裁判へのアクセス、社会

的および政治的統合、教育や雇用の機会、否定的なメディア報道、そして市民権取得など

における障壁は何ですか？ 

 

８．活動：あなたの組織は職業と世系に基づく差別の問題を扱っていますか？ 

この問題の解決のためにこれまで何らかの取り組みが行われてきましたか？ 

厳しい反応も含め、そうした取り組みに対する反応はどのようなものでしたか？ 

あなたの組織が行っているこの問題に関係する活動に関して情報をください。 

あなたの組織がこの問題を扱っていない場合、その理由を述べてください。 

あなたの組織は職業および世系に基づく差別に関して訴訟を行ったことはありますか？ 

その結果は肯定的でしたか？ 決定はうまく実施されましたか？ 

 

９．障壁：これらコミュニティに正義と平等を実現する上で、法律、法律の実施、刑事裁判、

社会的圧力、教育、雇用、その他の民間部門の慣行、メディア報道、政治的参加等の点に

おいて障壁となっているものは何ですか？ 

 

１０．原則と指針案：アスビョーン・アイデさんおよび横田洋三さんによる拡大作業文書

(E/CN.4.Sub.2.2004. 31, III章)* で提案された、職業あるいは世系に基づく差別の撤廃に

関する原則と指針案のための枠組み案に関して意見をください。 

 

１１．この質問状に関係すると思われるその他の情報があれば提供してください。 



職業と世系に基づく差別に関する質問状 
◆◆ NGOへの質問 ◆◆ 

 

１．影響を受けているコミュニティのリスト：あなたの国で、職業あるいは世系に基づいて 

差別されているコミュニティ（ディアスポラのコミュニティも含む）、人々の集団あるいは 

地域を特定してください。 

 

《回答》 

１－１  地区・・・被差別部落（行政用語では同和地区） 

１－２  人・・・ 被差別部落民（行政用語では同和関係者）、被差別部落出身者（被差別部

落を出て他の地域で暮らしている人びとのこと、行政用語では同和地区

出身者） 

１－３  ディアスポラ・・・他の国に移民している日系人社会においても、 

    被差別部落出身者は結婚等の面で差別されている現実がある。（例：ハワイ） 

 

２．影響下にある人の数：何人の人々が影響を受けていますか？ 

 

《回答》 

２－１ １９９３年総務省地域改善対策室による同和地区実態把握等調査結果 

    同和地区数・・・４，４４２地区 

    同和関係者数（もともとの居住者数）・・・８９２，７５１人 

    同和地区居住者（来住者数を含む）・・・ ２，１５８，７８９人 

２－２ 部落解放運動関係者、部落問題の研究者の主張 

    被差別部落数・・・６，０００カ所 

    被差別部落民及び被差別部落出身者数・・・３００万人 

 

【注】１９９３年の政府の実態調査結果は、地域改善対策特別措置法を適応していた対象地域に限定し

たもので、諸般の事情でこの法律が適応されていない被差別部落は少なくない。ちなみに、１９７５年

１１月に発覚した「部落地名総鑑」には、およそ５３００カ所の被差別部落が掲載されていた。 

 

３．背景情報：それら差別の歴史的、社会的、宗教的および文化的背景に関する簡潔な 

情報を提供してください。  

 

《回答》 

３－１ 被差別部落の歴史的源流は、文献上１０００年頃から散見される。このころ、「河原者」、

「屠者」、「穢多」、「清目」等と呼ばれ、河原などに住み、死牛馬の処理、皮革の製造、神社仏

閣等の清掃、造園、芸能等に携わっていた。これらの人びとは、「賤民」として、周りの人びと

から被賤視されていたが、特別の能力を持つ存在として畏敬の対象でもあった。また、その身

分は、固定されたものでなく流動的であった。これらの人びとが、被賤視されたことの背景に

は、日本の土着信仰である神道や、日本に伝わってきた仏教（ヒンドゥー教の影響を受けた大

乗仏教）の考え方（とりわけ「ケガレ」という観念やと畜業者に対する忌避観念）が少なから

ぬ影響を与えた。 

 

 



 

【注】日本は、稲作を基本としているが、水田耕作にとって不可欠な牛馬は輸入した貴重な役畜であっ

た。このため６００年代以降、時の政権は牛馬のと畜、食肉を禁止した。 

 

３－２ １５世紀後半から、日本は、「戦国時代」に突入する。戦国大名は、鎧甲等重要な武具

の材料である皮革を安定的に確保するために、城下に皮革職人を集め住まわせた。これらの人

びとは「皮多」と呼ばれることが多かった。「皮多」の人びとは死牛馬の処理をし、皮革を製造

し戦国大名に上納した。 

 

３－３ １６００年頃から、日本の封建制は後期封建制の時代に移行（徳川幕藩体制）し、中

央集権的な様相を強め、身分制度を強固なものとした。こうして中世の｢河原者｣などの被差別

身分の人びとや、｢かわた｣などの皮革職人たちの居住区が、被差別部落として制度的に固定さ

れ、一般に皮多村と称された。「皮多」と呼ばれた人びとは、皮革の製造や雪駄と呼ばれる履き

物製造などに取り組むとともに、荒れ地を開墾するなど農業などにも力を入れていった。また、

役負担としては、徳川幕府や諸大名から皮革の上納とともに牢番、犯罪の取り締まり、刑の執

行の際の下級刑吏としての任務が命じられた。 

 

３－４ 徳川幕藩体制のもとで、商品経済が発展していき、次第に身分制にほころびが生じて

きた。これに対する反動として、法制面で身分制は強化され、被差別部落地区を竹垣などで囲

むこと、服装や髪型などにも規制が加えられた。 

 

３－５ 死牛馬の処理、皮革の製造が命じられたり中心的に担ってきた「皮多」と呼ばれた人

びとは、徳川幕藩体制下では、「穢多」と呼ばれることが多くなってきた。以前は、被賤視され

るだけでなく畏敬の面でも見られていたが、この時代になると被賤視の面に加えて不浄視の面

が強まった。また、死牛馬の処理や皮革の製造以外の芸能に従事していた人びと、さらには何

らかの理由で農村を離れ都市に流入してきた人びとは、「非人」等の身分に位置づけられた。 

 

３－６ 徳川幕藩体制下では、身分、職業、居住地は三位一体であり、身分を超えた結婚や身

分間の移動は原則として禁止されていた。但し、「非人」は、「穢多」身分よりは、地域によっ

ては下位に位置づけられていたが、一定の条件を満たせば町人や百姓等もとの身分に戻ること

ができた。 

 

３－７ 徳川幕藩体制も末期の１８００年代にはいると、身分制の引き締めに対する被差別部

落の人びとの抵抗運動（１８５６年の「渋染め一揆」など）が見られるようになってくる。ま

た、徳川幕藩体制を打倒する討幕運動が活発になり、内戦状況が生じてくるが、その中で、被

差別部落の人びとは、身分解放と引き替えに様々な活躍（１８６３年、長州藩の「維新団」や

「一新組」など）をするようになる。 

 

３－８ １８６７年、明治維新が行われ、徳川幕藩体制が倒れ日本は近代社会への参入を開始

した。１８７１年、徳川幕藩体制下にあった賤称が廃止され、身分職業とも平民と同様である

ことを謳った公布が布告（「賤称廃止令」）された。しかしながら、およそ２６０年に及ぶ幕藩

体制下で定着させられてきた差別意識を払拭するための教育・啓発は実施されなかったし、被

差別部落の人びとが、伝統的な職業以外の職業に進出していくための方策も講じられなかった。

他方で、伝統的な部落産業であった皮革産業や、新たな産業として登場してきた食肉産業に大

資本が参入してきた結果、被差別部落の人びとの貧困化は急激に進行した。この結果、被差別



 

部落の人びとの多くは、農村部では、ごくわずかの農地しか持たない小作として、都市部では、

日雇い労働で生計を維持する停滞的失業者として生活することを余儀なくされた。 

 

３－９ その一方で、明治政府は、天皇を頂点とする貴族制度を創設した。新しく創設された

身分制度のもとで、被差別部落の人びとは、社会的に、当初は、「元穢多」、「新平民」、やがて、

「特種（特殊）部落民」と呼ばれ、就職や結婚、日常生活上の交際等において差別されること

となった。 

 

３－１０ 国内的には「大正デモクラシー」と呼ばれる民主主義の確立を求める運動、国際的

にはロシア革命や国際連盟下で高まった民族自決を求める運動の高まりに影響されて、１９２

２年３月３日全国水平社が創立された。この全国水平社創立大会で採択された「水平社宣言」

（資料①）は、日本における最初の「人権宣言」と高く評価されているが、「人間はいたわるべ

きものではなく、尊敬すべきものであること」を明らかにし、全ての人びとが光り輝く存在と

して解放されることをめざしたものである。 

 

３－１１ 全国水平社は、当時日常的に公然と存在していた差別の不当性を指摘する闘い＝「糾

弾闘争」を果敢に展開した。これは、軍隊内や裁判における差別にまで及んだ。全国水平社の運

動に押されて時の政府は部落を改善するための予算を計上し、住宅の改善や道路の拡幅等一定の

改善事業を実施した。しかし、それは全国水平社の運動のない部落に事業を実施する等全国水平

社の盛り上がりを牽制する目的を持って行われた。 

 

３－１２ 政府は、部落差別に基づく差別行為を法的に禁止しない一方で、全国水平社の差別に

対する抗議行動としての糾弾闘争を犯罪視し弾圧した。 

政府は、１９３５年を起点とする「部落問題を解決するための１０ヵ年計画」を策定し実施し始

めたが、日中戦争から太平洋戦争へのめり込む中で立ち消えとなった。戦時体制下で、全国水平

社への弾圧は厳しく、最後まで抵抗したものの、ついには戦争に協力することを強いられること

となった。痛恨の歴史である。 

 

３－１３ １９４５年８月、日本は、周辺諸国に多大な被害を与え、自らも原爆の投下に象徴さ

れる被害をこうむり敗戦した。この戦争を深く反省することの中から、１９４６年１１月、戦争

放棄、主権在民、基本的人権の尊重を原理とする日本国憲法が制定された。この憲法の第１４条

では、「人種、信条、性別、社会的身分または門地に基づく差別」が否定され、第２４条では、

「婚姻は、両性の合意のみに基づいて成立」することが明記された。これらの条文は、１９４６

年２月に再建された部落解放全国委員会のリーダーたち、特に松本治一郎委員長（初代参議院副

議長、１８８７年～１９６６年）の働きかけにより盛り込まれたものであった。 

 

３－１４ 憲法には、部落差別を一般的に否定する条項が盛り込まれたが、これを具体化するた

めの法制度の整備はなされなかった。このため、部落差別は撤廃されなかった。それのみならず、

敗戦後の混乱の中で、多くの被差別部落民の生活は困窮を極めた。 

 



 

３－１５ １９５１年１０月、京都の被差別部落を舞台にした差別小説が掲載されるという事件

が発生した。（オール・ロマンス糾弾闘争）この差別事件を糾弾する過程で、被差別部落の劣悪

な住環境と、被差別部落民のおかれている無権利な生活実態が明らかにされていった。この小説

が、京都市の臨時職員によって書かれたこともあって、京都市の責任が鋭く問われることとなっ

た。この事件に対する糾弾闘争の中から、①差別事件が生じてくる背景には部落と部落民が置か

れている劣悪な実態があること、②この実態の改善なくしては部落差別の撤廃はおぼつかないこ

と、③そしてその実態を放置し続けてきた責務は差別行政にあることが明らかにされた。この事

件を反省することの中から、一般施策では部落差別の実態の改善ができないため、京都市は部落

の実態に見合った特別の施策を本格的に開始することとなった。この施策の中には、部落の住環

境の改善、地域のセンターの設置、義務教育未就学者の根絶等が含まれていた。（尚、この部落

には在日韓国・朝鮮人も居住していて、被差別部落民と同じように劣悪な状況下におかれていた。

また、差別小説にも在日韓国・朝鮮人が差別的に描写されていた） 

 

３－１６ 京都におけるこの戦いの経験が、全国に広まっていった。その中で、いくつかの自治

体で、部落問題を解決していくための審議会が設置されるとともに、総合調整・企画立案を担当

するセクションが設けられた（同和対策部・課、同和教育課など）。やがて、地方自治体の取り

組みだけでは、財政面や制度面などで限界があることが明らかになってきた。 

 

３－１７ 一方、部落と部落民がおかれている劣悪な状況を改善する戦いに部落解放運動が取り

組むことによって運動に参加する部落大衆が増加し、１９５５年８月、部落解放全国委員会は部

落解放同盟と名称を変更した。 

 

３－１８ １９５８年１月、部落解放同盟はもとより、労働組合や地方自治体の代表者等が東京

に集まり、部落問題を解決するために国の本格的な取り組みを求める運動が本格的に開始される

こととなった。（国策樹立請願運動の開始）１９６０年８月、国として部落問題解決に取り組む

ために専門家の意見を聞く機関として内閣同和対策審議会を設置するための法律が制定された。

その後、国策樹立を求めた九州から東京までの全国大行進に代表される闘いが展開された。 

 

３－１９ １９６５年８月、内閣同和対策審議会は時の内閣総理大臣に対して答申を提出した。

この中で、部落問題が日本社会におけるもっとも深刻な社会問題であることが指摘されるととも

に、「この問題の早急な解決の責務は国にあり、同時に国民的課題である」ことが明らかにされ

た。そして「答申」は、部落問題を解決するために、①住環境面の改善、②社会福祉の増進、③

教育の向上、④産業・職業の安定、⑤人権の擁護（差別に対する規制・救済を含む）等の総合的

な取り組みと、これを裏付ける法制度の整備の必要性を指摘した。 

 

３―２０ １９６９年７月、同和対策事業特別措置法が制定された。この法律の特徴は、同和対

策事業を実施するに当たって、国が地方自治体に対して特別の財政的な支援をすることを定めた

ものであった。この法律は、被差別部落の住環境面の改善には役立つものではあったが、差別意



 

識を撤廃するための教育・啓発については位置付けが弱く、差別事件を禁止するとともに差別の

被害者の効果的救済に関する条文は盛り込まれていなかった。１９７４年４月には、総理府の中

に、総合調整・企画立案機能を持った同和対策室が設置された。（後に総務庁内の地域改善対策

室に改組） 

 

３－２１ ２００２年３月末まで、名称や内容の変更を伴いながら一連の「特別措置法」に基づ

き、部落問題を解決するための施策が実施された。この結果、①被差別部落の道路、住宅などの

住環境面の改善は前進した。②また、地域のセンターや保育所（大規模部落では、青少年会館、

老人センターなども）が整備されていった。③高校進学率も「答申」が出されたころは、全国平

均の半分（７５パーセントに対して４０パーセント程度）程度であったものが、４ないし５ポイ

ントの差（９５パーセントに対して９０パーセント）まで接近した。 

 

３－２２ ２００２年３月末で、３３年間続いてきた「特別措置法」に基づく特別施策による部

落問題解決の方式は終了した。しかしながら、このことは、部落問題が解決したことを意味する

ものではない。 

 

３－２３ １９９６年５月、国の諮問機関である地域改善対策協議会から、今後の同和問題解決

に向けた基本方策に関する意見具申が出された。この中では、同和問題に関する基本認識として、

①同和問題はこれまでの取り組みによって解決に向けて進んでいるものの依然として日本にお

ける重大な社会問題であること、②同和問題をはじめ日本に存在する人権問題の解決は国際的責

務となってきていること、③同和問題の解決の責務は国にあり、同時に国民的課題であるとした

１９６５年の同和対策審議会答申の基本精神は、引き続き踏まえる必要があること、④同和問題

を人権問題という本質から捉え、解決に向けて努力する必要があること、⑤同和問題解決にむけ

た今後の取り組みを人権にかかわるあらゆる問題の解決につなげていく必要があること、が指摘

された。 

 

３－２４ さらに、同和問題の現状として、①住環境面の改善はおおむね解決されてきた、②被

差別部落民のおかれている教育、産業・労働面の実態はなお格差が存在していること、③差別意

識は解消へ向けて進んでいるものの結婚問題を中心に根深く存在していること、④差別事件はな

お継続しており、それに対する現行の救済制度等には不十分な点があること、⑤（実態に見合っ

た施策にするなど）適正化対策が不十分であること、が指摘された。その上で、同和問題の解決

に向けて今後求められる基本法策として、①教育、産業・労働面等でなお残されている格差の是

正に取り組むこと、②差別意識を撤廃するために教育・啓発を推進すること、③差別事件を根絶

するために人権侵害救済等に取り組むこと、④施策の適正化に取り組むこと、の４点が提起され

た。 

 

３―２５ 一方、部落解放同盟を中心とする部落問題の根本的な解決を求めた人々は、「特別措

置法」に基づく取り組みでは限界があるため、１９８５年５月、部落解放基本法案（資料②）を



 

発表しその実現を求めた取り組みを開始した。この基本法案の内容は、①部落問題解決の重要性

を明らかにした「宣言法的部分」、②部落と部落民がおかれている劣悪な実態を改善するための

「事業法的部分」、③悪質な差別を禁止するとともに被害者の救済を定めた「規制・救済法的部

分」、④差別意識を撤廃していくための「教育・啓発法的部分」、⑤国と自治体に部落問題を解

決していくためのセクションを設置するとともに専門家の参画を得た審議会を設置することを

定めた「組織法的部分」、の５つの構成部分から構成されている。この基本法案は、先に紹介し

た内閣同和対策審議会答申と国連の採択した人種差別撤廃条約の考え方を踏まえたものである。 

 

３－２６ １９９６年１２月、人権擁護施策推進法が制定された。（５年間の時限立法）この法

律では、①部落差別をはじめあらゆる差別を撤廃し人権侵害を撤廃するためには、人権教育・啓

発の推進と人権侵害の救済が必要であること、②人教育・啓発の推進と人権侵害の救済が国の責

務であることが明確にされるとともに、③これらのより効果的な推進方策を検討するために人権

擁護推進審議会が設置することが盛りこまれた。 

 

３－２７ １９９７年５月、人権擁護推進審議会が設置され９９年７月、人権教育・啓発のあり

方についての答申が出された。この答申では、人権教育・啓発の推進に際して国が行・財政的な

措置をすることの必要性は盛りこんだものの、法的措置の必要性まで踏み込んだものではなかっ

た。 

 

３－２８ しかしながら、本格的に人権教育・啓発を推進していくためには、法的根拠を明確に

する必要があるとの世論が、部落解放基本法の制定を求める人々を中心とした取り組みによって

盛り上がり、２０００年１２月、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」（資料③）が公

布・施行された。この法律は、①部落差別をはじめあらゆる差別と人権侵害の撤廃を目的に、②

あらゆる分野で人権教育・啓発の推進を求め、③国、自治体、国民の責務を定め、④基本計画の

策定と年次報告の提出を求め、⑤国の自治体への財政的支援を盛りこんでいる。この法律は、部

落解放基本法案に盛りこまれた「教育・啓発法的部分」が、人権という広がりをもって実現した

ものである。 

 

３－２９ 人権擁護推進審議会から、２００１年５月に人権侵害救済制度のあり方に関する答申、

同年１１月には人権擁護委員制度のあり方についての答申が出された。これらの答申の中で、日

本においても人権委員会を設置することが必要であること、現行の人権擁護委員制度の改革が必

要であることが指摘された。 

 

３－３０ ２００２年３月 人権擁護法案が、閣議決定され通常国会へ上程された。この法案に

は、新たに人権委員会を設置することが盛りこまれた。しかしながら、この人権委員会が、①法

務省の影響下におかれたもので独立性がないこと、②中央レベルの人権委員会だけで実効性に問

題があること、③マスメディアも一定の強制力を持った調査の対象に盛りこまれたことによって、

メディアの取材や報道の自由を脅かす危険性があること、等の問題があり、抜本修正が各方面か



 

ら求められた。 

 

３－３１ この人権擁護法案は、１９９３年に国連総会で採択された国内人権機関の設置に関す

る原則（パリ原則）にもとるものでもあった。部落解放基本法の制定を求めた人びと、日本弁護

士連合会、マスコミ関係者、地方自治体関係者等によって、人権擁護法案の抜本修正を求めた粘

り強い働きかけが展開されたが、２００３年１０月、衆議院が解散され総選挙が行われることと

なったためこの法案は廃案となった。 

 

３－３２ 今後、人権擁護推進審議会からの答申、パリ原則、さらには人権擁護法案の抜本修正

に向けたこれまでの議論の積み上げ等を踏まえ、真に差別撤廃と人権侵害の救済に役立つ法律の

早期制定が求められている。なお、この取り組みは、部落解放基本法案に盛りこまれた「規制・

救済法的部分」の実現に関わった課題である。 

 

３－３３ 被差別部落の人びとの教育や産業・職業面で残された格差は、今後一般施策を活用し

て是正されていく必要があるが、このためには、①これまで「特別施策」として実施されてきた

ものを一般施策へと移行すること、②既存の一般施策を改善し、部落差別の実態を改善できるよ

うにすること、③新たな一般施策を創造すること等が求められている。この内、①については、

２００２年４月以降、高等学校へ行くための奨学資金制度に関して、従来「特別施策」と実施さ

れていたものが、一般施策へと移行して継続されることとなった。 

 

３－３４ 部落差別が、優れて地域に対する差別であるという特徴（注１）を考えたとき、被差

別部落に住む人々とその周辺地区に住む人々との連帯を構築していくことは、極めて重要な意義

を持っている。 

 【注１】 ２０００年１１月、大阪府によって同和問題を解決するための実態調査が実施された。そ

の中で、大阪府民に、「世間では、どのようなことで『同和地区出身者』と判断していると思いますか」

を訊ねたところ、「本人が現在、同和地区に住んでいる」（56.5％）が最も多く、「本人の本籍地が同

和地区にある」（47.9％）、「本人の出生地が同和地区である」（44.3％）、「父母あるいは祖父母が

同和地区に住んでいる」（39.2％）、「父母あるいは祖父母の本籍地が同和地区である」（37.3％）と

続いている。ちなみに、「職業によって判断している」は22.1％にとどまっている。（回答は複数回答）

このことから、今日、部落差別は、優れて地域に対する差部となってきていることが分かる。 

 

３－３５ このことの重要性は、「ねたみ差別」の克服が重要な課題となってきていることから

も指摘できる。これまで、部落と部落民がおかれている劣悪な実態が、部落差別の原因と考えら

れてきた。しかしながら、「特別措置法」を活用した取り組みによって部落差別の実態が一定改

善されてきても、差別がなくなるどころか「なぜ部落ばかり良くなるのだ。われわれの方が逆に

差別されているではないか」という「ねたみ差別」（「逆差別」）意識が生じてきたのである。

このことは、部落は、劣悪な状況にあればあれで差別され、良くなれば良くなったで差別される

という部落の人々と部落外の人々とがおかれている関係性の中に部落差別の原因が存在してい



ることを教えている。このことをふまえて、「ねたみ差別」が生じてきた原因を分析すれば、一

つの原因は、なぜ「特別の施策」を実施してきたかについての教育・啓発が決定的に弱かったこ

とにある。もう一つの原因は、部落の周りに、部落とさほど変わらない困難な状況におかれてい

る人々が存在していたことによる。このことをふまえるならば、「ねたみ差別」を克服するため

には、教育・啓発を強化するとともに、部落が良くなるとともに部落とさほど変わらない状況に

置かれている周辺地区の人々の状況も改善するための取り組み＝「人権尊重のまちづくり」が必

要であることが分かる。 

 

３－３６ こうした観点から、近年、部落解放運動は、「人権尊重のまちづくり運動」を展開し

てきている。これは、被差別部落を含む小学校区域、若しくは中学校区域全体を人権が尊重され

たまちに作り替えていくための運動である。このためには、被差別部落の人々だけでなく周辺地

域の代表も参加した「まちづくり委員会」が組織され、当該地区の住環境面の改善のみでなく、

生活、教育、産業・職業の安定に向けた総合的な計画が策定されてきている。 

 

３－３７ ２０００年４月、地方分権一括推進法が施行された。このことによって、日本の国と

自治体の関係は質的な転換をし始めている。明治維新以降２０００年４月までの日本は、中央集

権上意下達型社会であった。つまり、大多数のことがらが国が決定し、地方自治体は、これに従

っていたのである。しかしながら、この法律が施行されたことによって、国と自治体の関係は法

的には対等の関係となり、これまで国が行っていたいくつかの事業は自治体にゆだねられること

となってきた。つまり、分権型社会への転換である。もっとも、税財政面の分権化が今後の課題

として残されているが・・・。 

 

３－３８ このため、部落解放運動は、自治体に対する働きかけを強め、２００５年１０月時点

で、５３０を超す自治体で、部落差別撤廃・人権条例、人権尊重のまちづくり条例が制定されて

きている。この条例を活用し、いくつかの自治体では、実態調査の実施、審議会の設置、審議会

からの答申、基本方針や基本計画の策定が行われてきている。また、人権室や人権教育課など人

権行政や人権教育を推進していくためのセクションが自治体内に設置され、それらの重要な柱に

部落問題の解決が位置付けられてきている。 

 

３－３９ 一方、政府は、２００３年４月以降、それまで総務庁の中にあった地域改善対策室を

廃止してしまった。しかしながら、部落差別の実態、自治体の取り組み等を踏まえたとき、政府

としても、①今日の部落差別の実態を明らかにするための調査を行うこと（１９９３年１１月以

降、政府は実態調査を実施していない）、②内閣府の中に部落問題が解決するまで総合的な施策

を実施していくために総合調整・企画立案機能を持ったセクションを設置すること、③部落問題

の根本的な解決に向けた基本方針と基本計画を策定すること、④自治体レベルの部落問題解決に

向けた取り組みを支援すること、⑤特に、「人権尊重のまちづくり」を支援すること、⑥以上の

ことを効果的に推進していくための法整備を行うことが求められている。 

 

 
 



 

４．差別の種類：どのような種類の差別ですか？（例えば、教育、職業、雇用、土地の所有、

住居、水、結婚、命名制度、宗教、公共施設やサービスへの災害時を含めたアクセス、公共資

源の割り当て、そして警察あるいはその他の法執行機関の職員およびその他のコミュニティの

構成員による暴力） 

 

《回答》 

４－１ 差別事件： 

 

結婚差別・・・部落民と部落外の人との結婚は次第に増加してきているが、結婚差別は後を絶

たない。 

就職差別・・・例：１９９８年６月、大阪で経営コンサルタント会社（子会社として調査会社

をもっている）が、７００に及ぶ会員企業の採用に関して身元調査を実施して

いたことが判明した。その中には、部落出身者で採用しない方がよいとの報告

が含まれていた。 

身元調べ・・・結婚相手や採用予定者が被差別部落出身者でないかどうかを興信所や探偵者に

依頼をして調査をする事件が後を絶たない。 

部落地名総鑑差別事件・・・１９７５年１１月、部落地名総鑑が作製販売されていることが発

覚。今日まで、法務省人権擁護局の発表でも８種類の部落地名総

鑑が存在していて、２００を超す企業が購入していた実態が発覚

してきている。２００６年に入って、調査業者が部落地名総鑑を

所持していたことが判明し、３冊回収され、未だにこの事件が解

決していないことが明らかになってきている。（これ以外にも、調

査業者のコンピューターに、部落地名総鑑が保存されているとの

有力な情報が存在している） 

職場での差別・・・職場の同僚から差別される差別事件が後を絶たない。 

地域社会での差別・・・例：日常のつきあいで差別される事件が後を絶たない。 

            被差別部落を含む自治体との合併に住民が反対する事例が少なくな

い。 

学校での差別・・・例：生徒同士で差別される。 

           生徒間の喧嘩の際に、相手に打撃を与えるために部落に対する差別用

語が使われることが少なくない。 

土地の価格の差別・・・部落の土地の価格は、周辺とくらべて大幅に安い。 

差別落書き・・・駅のトイレや道路のガードレールなどにスプレー等で書かれた部落差別落書

きが多発している。 

差別ハガキ、投書、差別電話・・・被差別部落出身者の家に脅迫を伴った差別ハガキ、投書が

送られてきたり、差別電話がかけられてくる事件が後を絶

たない。 

インターネット上での 

差別情報の流布・・・近年、インターネット上で流布される差別情報が増加してきてい

る。その内容は①部落の地名を一覧にしたもの、②著名人を名指

しして部落民であると決めつけるもの、③部落民の抹殺を呼びか

けるもの、④社会を驚かせた凶悪犯罪の実行者が部落民であると

一方的に決めつけるもの等に分類される。 

警察の犯罪視・・・警察官が被差別部落を「犯罪の巣窟」のように見なしている。 



 

差別裁判・・・裁判官も部落に対して差別的な感情を抱いている。 

マスコミによる部落に対する 

マイナスイメージの増幅・・・「悪の代名詞」として部落を差別する用語が使用される事件が後

を絶たない。また、２００５年には、著名な評論家などが、テ

レビで部落差別を助長する発言を行う事件が生じている。 

差別戒名・・・徳川幕藩体制下では、一目で被差別部落出身であることがわかるような戒名が

つけられていた。一部の地域では、第２次世界大戦直後まで差別戒名がつけら

れていた。 

４－２差別実態 

 

立地条件・・・川の縁など条件の悪い場所にある被差別部落が少なくない。また、近くにゴミ

焼却場などが設置されているところもある。 

住環境・・・かつては、道路も狭くバラックの住宅が少なくなかったが、１９６９年に制定さ

れた同和対策事業特別措置法等一連の「特別措置法」を活用して、一定改善され

てきた。しかしながら、都市部においては、第２種公営住宅、改良住宅で対応さ

れたため、画一的な部屋の大きさしかない。特別措置法終了後、家賃が応能応益

制度に変わったため、高い家賃を払うのであれば、周辺の建て売り住宅を購入し

た方がよいとの判断で、ある程度所得の高まった層、年齢的にも若年層が被差別

部落から流出している。他方で、空き家になったところに部落外の低所得者、年

齢的にも高い層が被差別部落に移り住んでくるという問題が生じてきている。 

仕事・・・「特別措置法」が継続されてきた時期には、現業部門を中心に公務員等に採用される

人がでてきて、一定程度被差別部落の雇用は改善された。しかしながら、「特別措置

法」が終了したこと、公務員の削減が叫ばれる事態になってきたこと、民間企業に

おいてもリストラが進行している状況の中で、被差別部落の雇用状況は厳しくなっ

てきている。例えば、２０００年に大阪府が実施した同和問題解決実態調査によれ

ば、若年層の失業率は、被差別部落の場合大阪府全体の倍になっている。 

生活水準・・・「特別措置法」が継続されてきた時期には、被差別部落の生活水準は次第に高ま

ってきた。それでも、高齢者を中心に生活保護を受けることによって生活して

人びとの比率は高く、１９９３年の政府の実態調査によれば被差別部落の生活

保護受給率は全国平均の７倍であった。「特別措置法」終了後、全国的な実態調

査が実施されていないため、正確なデータは存在しないが、被差別部落の生活

水準は低下してきているものと思われる。 

教育水準・・・「特別措置法」が継続され、高校や大学へ進学するための特別の奨学資金制度が

存在している時期は、被差別部落の高校進学や大学進学率は高まっていた。こ

の結果、１９９７年時点では、文部科学省のデータによれば、高校進学で全国

９６．５％に対して、被差別部落は９２．０％で、その差４．５ポイントまで

接近していた。（この数値は、入学した時点のもので、被差別部落場合、中途退

学者が２～３倍と多いため、卒業時点で比較するとその格差は１０ポイント程

度開くものと思われる。）また、大学進学についても全国４０．７％に対して部

落２８．６％と、徐々に高まっていた。しかしながら、特別措置法終了後、特

別の奨学資金制度が廃止されたため、高校進学、大学進学とも、再び低下して

きているものとおもわれる。 

デジタルディバイド・・・２０００年に大阪府が実施した同和問題解決実態調査結果によれば、

パソコンの保有状況、インターネットの利用状況とも、全国と比較



して、被差別部落の場合はおよそ半分にとどまっている。 

 

 

,  【注】１，被差別部落の実態についての、英文の資料については“Descent-Based Discrimination ”
Peoples for Human Rights, Vol. 9, October 2004 by IMADR (Page 44-64)参照 

   ２，政府は、１９９３年に実施した同和地区実態把握等調査以降、全国的な町を実施していない。

今日時点の被差別部落がおかれている全国的な実態調査の実施が求められている。 

 

 

５．差別の期間：この差別はどのくらいの長さ続いてきましたか？ 

 

《回答》 

【注】差別実態については４－２で、差別の期間についてあらましふれているので、ここでは、４－２

の差別事件についてのみ回答する。さらに、明治以前の封建時代に身分制度が固定され、差別が合法的

に存在していた時代と異なり、明治以降は法的に身分差別が廃止されたという点を言及しておく。 

 

５－１ 結婚差別は部落差別の中でももっとも深刻な問題で、明治維新の際に出された「賤称

廃止令」（１８７１年）以降、今日まで続いている。 

５－２ 就職差別についても、「賤称廃止令」以降、今日まで続いている。 

５－３ 身元調べについても「賤称廃止令」以降、今日まで続いている。 

５－４ 部落地名総鑑差別事件については１９７５年１１月の発覚して以降、今日まで根絶さ

れていない。２００６年 月にも部落地名総鑑が調査業者から回収されている。 

５－５ 職場での差別についても、「賤称廃止令」以降、今日まで続いている。 

５－６ 地域社会での差別についても、「賤称廃止令」以降、今日まで続いている 

５－７ 学校での差別についても、１８７２年に学校制度が導入されて以降、今日まで続いて

いる。 

【注】ちなみに２００６年は、被差別部落出身の教員を主人公にした著名な小説『破戒』が出版されて 

１００年にあたる。この主人公は、親の遺言で部落出身であることを隠していたが、様々な差別に

直面する中で、深刻な苦悩の末、ついに部落出身であることを明らかにし、学校をやめ移民に出る

というストーリーである。これは、実在する人物の話を元に創作されたものである。 

 

５－８ 土地価格の差別については、明治維新以降、土地の私有が認められて以降、今日まで

続いている。 

５－９ 差別落書きについては、１９７０年代以降多発し、今日まで続いている。（その理由と

しては、１９６９年に同和対策事業特別措置法が制定され、特別の事業が本格的に実

施されたが、これに対する「ねたみ差別」が強まってきたことが考えられる） 

５－１０ 差別ハガキ、差別投書、差別電話・・・差別落書きと同じ 

５－１１ インターネット上での差別情報の流布については、１９９０年代に入りインターネ

ットが普及してから以降、今日まで続いている。 

５－１２ 警察の犯罪視については、明治維新で警察制度が導入されて以降、今日まで続いて

いる。 

５－１３ 裁判での差別についても、明治維新で裁判制度が導入されて以降、今日まで続いて

いる。特に、第２次大戦以前の例としては、１９３３年の高松差別裁判、戦後では、

１９５６年の福山差別裁判が典型的な事例である。異連れの裁判も、被差別部落出身

であることを隠して結婚したことが結婚誘拐罪として裁判で有罪となったものである。 



５－１４ マスコミでの差別については、第２次世界大戦戦前では新聞、ラジオが普及して以

降、第２次世界大戦後ではテレビが普及して以降、今日まで続いている。 

 

 

６．モニター機構：あなたの組織はケースを記録するモニター機構をもっていますか？もしあ

るならば、どのレベル（全国、都道府県、地区、等）でありますか？ 

 

《回答》 

６－１ 部落解放同盟は、以下の組織形態を持っている。 

 被差別部落    市町村レベル    都府県レベル    全国レベル 

   ↓        ↓         ↓         ↓ 

   支部      協議会      都府県連      中央本部 

 

６－２ 差別事件については、上記、支部、協議会、都府県連、中央本部それぞれで把握して

いる。とりわけ中央本部段階では、毎年『全国のあいつぐ差別事件』を編集し、発刊している。 

 

 

７．関連の憲法上、法律上および行政上の措置の実施：職業と世系に基づく差別の撤廃を目 

指した憲法上、法律上および行政上の措置に関する政府の計画立案に、当事者コミュニティ 

はどのように相談を受け、また、それらの実施においてどのように関与してきましたか？影 

響を受けているコミュニティに立ちはだかる障壁、とりわけ、裁判へのアクセス、社会的お 

よび政治的統合、教育や雇用の機会、否定的なメディア報道、そして市民権取得における 

障壁は何ですか？ 

 

 

《回答》 

７－１ 政府が部落問題解決に取り組むようになった背景には、部落解放同盟を中心とした被

差別部落民自身の血のにじむような長期にわたる闘いがあった。全国的な行進による世論喚起、

政府各省に対する交渉、座り込み等多彩な取り組みが展開された。 

 

７－２ １９６０年に内閣同和対策審議会が設置されたが、その委員には部落解放同盟等から

被差別部落の代表が参加し、活発な提言を行い、１９６５年８月「答申」が出された。この中

で、「同和問題の早急な解決の責務が国にあると同時に国民的な課題である」ことが明らかに

された。 

 

７－３ その後、「答申」完全実施を求めた全国行進や政府交渉が展開された結果、１９６９

年に同和対策事業特別措置法が制定された。この「特別措置法」についても具体化を求めた政

府交渉が精力的に展開された。またこの法律に基づき設置された同和対策協議会にも部落解放

同盟等から被差別部落出身の代表が参加し、活発な提言を行った。 

 

７－４ 同和対策事業特別措置法は、１０年間の時限立法であったが、なお厳しい部落差別の

実態が存在していたこと、部落解放同盟を中心とする運動の高まり等を受けて、以下のように

２００２年３月末まで「特別措置法時代」が継続した。  

 

・ １９６９年 同和対策事業特別措置法（当初１０年間、その後３年延長） 



・ １９８２年 地域改善対策特別措置法（５年） 

・ １９８７年 地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する          

法律（当初５年、その後５年延長） 

・ １９９７年 地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する   

法律の一部改正（５年） 

 

７－５ この間、部落解放同盟を中心とする全国行進や政府交渉の展開、法律に基づく協議会

での意見表明等が展開された。 

 

７－６ １９８５年５月、部落解放同盟を中心に部落問題の根本的な解決役立つ法律として「部

落解放基本法」の制定を求めた運動が開始された。この運動が提起された理由は、①一連の「特

別措置法」に基づく取組の限界、②内閣同和対策審議会答申の基本精神に立ち返る、③人種差

別撤廃条約に代表される差別撤廃の国際的な潮流から学ぶ、の３点であった。 

 

７－７ 「部落解放基本法案」は、①部落問題解決の重要性を盛り込んだ「宣言法的部分」、

②悪質な差別の規制と被害者の効果的な救済の必要性を盛り込んだ「規制・救済法的部分」③

部落と部落民がおかれている劣悪な実態を改善するための「事業法的部分」、④部落問題につ

いての正しい認識を確立し人権意識を高揚するための「教育・啓発法的部分」、⑤国及び自治

体の中に体制を整備するとともに、当事者や専門家の参加をえた「審議会」を設置することを

盛り込んだ「組織法的部分」、の５つの内容から構成されていた。 

 

７－８ 「部落解放基本法」そのものは制定されていないものの、この間の運動の中で、２０

００年１２月「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が制定された。この法律は、「部

落解放基本法案」の中の「教育・啓発法的部分」が、人権という広がりをもって実現したもの

である。 

 

７－９ その後、「部落解放基本法案」の中の「規制・救済法的部分」の実現に向けた取り組

みが展開された。この結果、２００２年３月政府は「人権擁護法案」を国会に上程した。しか

しながら、この法律に基づいて設置される「人権委員会」の独立性、実効性、メディア規制等

の面で各方面から批判が高まり、２００３年１０月、衆議院の解散とともに廃案となった。現

在、国内人権機関の設置に関する原則（パリ原則）等を踏まえた「人権侵害救済法」の制定を

求めた運動がねばり強く展開されている。 

 

 

８．活動：あなたの組織は職業と世系に基づく差別の問題を扱っていますか？この問題の解決

のためにこれまで何らかの取り組みが行われてきましたか？厳しい反応も含め、そうした取り

組みに対する反応はどのようなものでしたか？あなたの組織の関係する活動に関して情報をく

ださい。あなたの組織がこの問題を扱っていない場合、その理由を述べてください。あなたの

組織は職業および世系に基づく差別に関して訴訟を行ったことはありますか？その結果は肯定

的でしたか？決定はうまく実施されましたか？ 

 

 

《回答》 

 

８－１ 部落解放同盟として運動を展開しているが、その主な形態は以下の通りである。 



 

① 相談活動・・・被差別部落民から各種の相談に応じる。 
② 糾弾闘争・・・結婚差別事件や就職差別事件などが生起した場合、       

事実を確認した上で、差別であることが明らかになった場合、

差別をした当事者、その関係者に対して糾弾活動を展開し反省

を促す。また、同様の事件の再発を防止するための諸施策の実

施を求めていく。 

③ 行政交渉・・・部落がおかれている実態、被差別部落民がおかれて   
いる実態を改善するための諸施策の実施を求めて、自治体や国

に対する交渉を実施する。 

④ 被差別部落内での教育活動・・・各支部での解放講座、高校生や大学生を対象とし
た講座、都府県単位や全国レベルの青年集会や女性集会を開催している。 

⑤ 被差別部落内外への 
教育宣伝活動・・・解放新聞の発行（支部ニュース、解放新聞都府県連版、

解放新聞中央版）、月刊雑誌『部落解放』の発行、ホー

ムページの開設、支部、地協、都府県、中央それぞれの

レベルでの研究集会の開催等に取り組んでいる。 

【注】部落解放同盟の簡単な紹介 

１， 歴史 

１９２２年３月  全国水平社 創立 

１９４６年２月  部落解放全国委員会として再建 

１９５５年８月  部落解放同盟と名称変更 今日に至る 

２， 組織    ３８都府県に２０２８支部があり、同盟員数はおよそ９万名 

 

８－２ 上記の活動のうち、②の糾弾闘争については、差別をした相手側が確認会や糾弾会に応

じなかった場合、差別に対する憤りから運動側が実力を行使して確認会や糾弾会を開催した場合、

それが妥当なものであるかが裁判で争われた事例がある。これらの裁判では、①差別の存在は認

めた、②差別が受けたものが差別したものに対して抗議行動を展開し反省を求めることも認めた

が、③実力を行使した面は有罪として運動側が裁かれた。 

 

８－３ 部落解放同盟が関わった最も重要な訴訟は、狭山差別事件に関する裁判である。この事

件は、１９６３年５月、東京に隣接する埼玉県狭山市で発生した女子高校生誘拐殺人事件である。

この事件の犯人として被差別部落民の石川一雄さん（当事２４歳）が部落差別に基づく予断と偏

見によって逮捕され、一審では死刑、二審では無期懲役、最高裁では上告が棄却され無期懲役が

確定した。その後２回にわたって再審請求がなされているにもかかわらず、未だに再審が認めら

れていない。弁護側は、石川一雄の無実を証明する数々の証拠を提出しているにもかかわらず、

事実調べがなされないまま再審請求が棄却されている。また、検察側がもっている証拠が弁護側

に開示されない不公正な再審棄却決定であるという問題がある。なお、日本政府の自由権規約に

関する第４回目の報告書の審査を踏まえた自由権規約委員会の勧告で、証拠開示が勧告されてい

るにもかかわらず、未だになされていないという問題がある。 

 

８－４ 部落解放・人権研究所としての取り組みは、以下の通りである。 

① 調査・研究、政策提言・・・例えば、部落解放基本法案の作成、職業と世系に基づく差別             

に関するプロジェクトの開催など 

②啓発、人材養成・・・例えば、部落解放・人権大学講座の開催（２９日間、部落問題人権問



題について学習し、自治体や民間の職場、さらには NGO でのリーダー

を養成。１９７４年以降８８期まで開講、修了生は４０００名を超して

いる。） 

③図書・資料の収集、閲覧・・・部落問題をはじめとする人権問題に関する図書・資料を収集、

広く大阪府民等が利用できるようにしている。現在およそ、８

万冊所蔵。 

④出版・販売（視聴覚教材含む）・・・主な出版物としては、月刊『ヒューマンライツ』、紀要

『部落解放研究』（年６冊）、『人権年鑑』（年１冊）、その他

単行本（例：『日本から世界への発信 職業と世系に基づく

差別』、『アジアの身分制と差別』など）、ビデオ教材を年１

本作成 

⑤ホームページの開設・・・部落問題、人権問題に関してさまざまな情報を網羅したホームペ

ージを開設（日本語と英語）アドレス：http://blhrri.org

⑥国際交流・・・国連人権高等弁務官事務所、ユネスコ、インドダリット学研究所、中華人民

共和国国家民族事務委員会、韓国晋州市衡平運動記念事業会等と連携、反差別

国際運動（IMADR）に参加、英文ニュース「BURAKU LIBERLATION 

NEWS」を発刊（年４回発行） 

【注】部落解放・人権研究所の歴史 

・ １９６８年８月 大阪部落解放研究所として創立 

         大阪府、大阪市、部落解放同盟大阪府連、研究者等で創立 

・ １９７４年１２月 大阪府認可の社団法人部落解放研究所となる。 

・ １９９８年７月 社団法人部落解放・人権研究所と名称変更、現在に至る。 

 

 

９．障壁：これらコミュニティに正義と平等を実現する上で、法律、法律の実施、刑事裁判、

社会的圧力、教育、雇用、その他の民間部門の慣行、メディア報道、政治的参加、等の点にお

いて障壁となっているものは何ですか？  

 

《回答》 

９－１ 国レベルの問題・・・１９６９年４月から２００３年３月末まで３３年間、「特別措置

法」に基づく施策実施が実施された。２００２年度以降、部落差別が現存しているにもかかわ

らず国の取り組みは大幅に後退している。具体的には、①部落問題解決に向けて総合的に取り

組むセクションがなくなった。（従来、総務省の中に地域改善対策室として存在）②１９９３年

に同和地区実態把握等調査を実施してから政府として全国的な調査を実施していない。③「特

別措置法」終了後、部落問題解決に向けた計画をもっていない。④部落問題解決を審議する「審

議会」が存在していない、といった問題がある。 

 

 

９－２ 自治体レベルの問題・・・２００２年度で「特別措置法」が終了したことに伴い、２

極分解傾向にある。１つは、部落差別撤廃、若しくは部落差別をはじめとする差別撤廃や人権

尊重の社会づくりのための条例を制定し、引き続き取り組みを実施している自治体。もう一つ

は、国と同じように大幅に後退している自治体である。 （前者の例・・・大阪府は、企画調

整部の中に人権室、教育委員会の中に人権教育企画課を設置、２０００年に同和問題解決実態

調査を実施、審議会の提言を受け計画を策定し施策を実施している。また、人権尊重の社会づ

くり条例をもっている。） 

http://blhrri.org/


９－３ 法律や制度の整備がなされていない問題・・・差別に対する法的規制がなされていな

い。たとえば、部落地名総鑑の作成販売、部落差別身元調査、就職差別、部落民を皆殺しにせ

よといったインターネット上の差別扇動等が法的に規制されていない。また、部落差別による

被害者を救済するためのパリ原則を踏まえた国内人権機関が設置されていない。 

 

９－４ 住環境の改善の必要性・・・差別の実態の部分で指摘したように、多様な年齢層、所

得階層、部落と部落外の人びとが共に暮らせる住環境の整備が可能となる住宅政策が求められ

ている。 

 

９－５ 教育や仕事面の格差解消・・・差別の実態の部分でも指摘したように、教育面や仕事

面で格差が存在している。これらの格差を解消するための施策を実施する必要がある。 

 

９－６ 差別意識の払拭・・・差別意識は改善されてきているとはいえ、結婚問題を中心に根

深く存在している。今後、学校教育、社会教育、職場研修の推進等によって、部落差別意識の

払拭と人権意識の高揚に取り組む必要がある。その際、２０００年１２月から「人権教育及び

人権啓発の推進に関する法律」が公布・施行されているが、この法律をこれを活用することが

求められている。 

 

９－７ 「ねたみ差別」の克服・・・部落と部落の周辺地域がともに改善されるための人権ま

ちづくりを支援することが必要である。 

 

 

１０．原則と指針案：アイデさんおよび横田さんによる拡大作業文書(E/CN.4.Sub.2.2004. 31, 

III章)* で提案された、職業あるいは世系に基づく差別の撤廃に関する原則と指針案のための

枠組み案に関して意見をください。 

 

《回答》資料④参照 

 

１１．この質問状に関係すると思われるその他の情報があれば提供してください。 

 

 

《回答》 

１１－１ 日本は、１９９５年１１月に人種差別撤廃条約に加入した。そして、   ２００

０年１月、第１・２回政府報告書を国連に提出した。２００１年３月、人種差別撤廃委員会は

この報告書の審査を行い最終所見を採択した。そのなかで、日本政府報告書ではこの条約の対

象として部落問題が含まれていないことを批判し、条約第１条に定める「世系（descent）」の

中に部落問題が含まれることを明確に指摘した。また、人種差別撤廃委員会は、２００２年８

月、条約第１条に規定されている「世系（descent）」に関するテーマ別討議を行い「世系に関

する一般的勧告２９」を採択した。この中でも、「世系」はカースト制度あるいはそれに類似す

る身分階層構造に基づく差別を含むことを再確認している。今日までのところ、日本政府はこ

れらの勧告に示された考え方を受け入れる旨の態度表明をしていない。なお、第３・４回政府

報告書の提出期限は、２００３年１月１４日であるが、２００６年２月３日現在、提出されて

いない。 

 



（資料① 水平社宣言） 
宣言 
  
全國に散在する吾が特殊部落民よ團結せよ。 
 長い間虐められて來た兄弟よ、過去半世紀間に種々なる方法と、

多くの人々によってなされた吾らの爲の運動が、何等の有難い効果

を齎らさなかった事實は、夫等のすべてが吾々によって、又他の

人々によって毎に人間を冒涜されてゐた罰であったのだ。そしてこ

れ等の人間を勦るかの如き運動は、かえって多くの兄弟を堕落させ

た事を想へば、此際吾等の中より人間を尊敬する事によって自ら解

放せんとする者の集團運動を起せるは、寧ろ必然である。 
 兄弟よ、吾々の祖先は自由、平等の渇迎者であり、實行者であっ

た。陋劣なる階級政策の犠牲者であり、男らしき産業的殉教者であ

ったのだ。ケモノの皮を剥ぐ報酬として、生々しき人間の皮を剥ぎ

取られ、ケモノの心臓を裂く代價として、暖かい人間の心臓を引裂

かれ、そこへ下らない嘲笑の唾まで吐きかけられた呪はれの夜の惡夢のうちにも、なほ誇り得る

人間の血は、涸れずにあった。そうだ、そして吾々は、この血を享けて人間が神にかわらうとす

る時代にあうたのだ。犠牲者がその烙印を投げ返す時が來たのだ。殉教者が、その荊冠を祝福さ

れる時が來たのだ。 
 吾々がエタである事を誇り得る時が來たのだ。 
 吾々は、かならず卑屈なる言葉と怯懦なる行爲によって、祖先を辱しめ、人間を冒涜してはな

らなぬ。そうして人の世の冷たさが、何んなに冷たいか、人間を勦る事が何であるかをよく知っ

てゐる吾々は、心から人生の熱と光を願求禮讃するものである。 
 水平社は、かくして生れた。 
 人の世に熱あれ、人間に光りあれ。 
 
 
綱領 
一、特殊部落民は部落民自身の行動によって絶対の解放を期す 
一、吾々特殊部落民は絶対に経済の自由と職業の自由を社会に要求し以て獲得を期す 
一、吾等は人間性の原理に覚醒し人類最高の完成に向って突進す 

大正十一年三月三日 
全國水平社創立大會 

 



 

（資料② 部落解放基本法） 
部落解放基本法（案） 
部落解放基本法制定要求国民運動中央実行委員会  
 

（目的） 

第１条 この法律は、部落差別が人間の尊厳を侵し、社会的に存在を許されないものであること

にかんがみ、法の下の平等を定め、すべての国民に基本的人権の享有を保障する日本国憲法理念

にのっとり、部落問題の根本的かつ速やかに解決を図るため、国、地方公共団体及び国民の責務

を明らかにするとともに、その施策の目標及びその目標を達成するための基本となる事項を定め、

もって差別のない民主社会の発展に寄与することを目的とする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第２条 国は、前条の目的を達成するために、その政策全般にわたり、必要な施策を総合的に講

ずることにより、部落問題の根本的かつ速やかな解決を図る責務を有する。 

２ 地方公共団体は、前条の目的を達成するため、その区域内における部落問題の速やかな解決

を図る責務を有する。 

３ 国及び地方公共団体は、部落問題を解決するための施策が円滑に実施されるよう相互に協力

しなければならない。 

（国民の責務） 

第３条 すべての国民は、この法律の趣旨を理解して、相互に基本的人権を尊重するとともに、

国及び地方公共団体が実施する部落問題を解決するための施策に協力するよう努めなければな

らない。 

（施策の目標） 

第４条 部落問題を解決するための施策の目標は、国民の部落問題に関する正しい認識を確立し、

部落差別事象の発生を防止し、及び同和地区（歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が

阻害されている地域をいう。以下同じ。）の関係住民の社会的経済的地位の向上を図ることによ

り、同和地区の関係住民が平等の権利その他日本国憲法が保障する基本的人権を享有することが

できる条件を確保することにあるものとする。 

（部落問題に関する知識の普及啓発等） 

第５条 国及び地方公共団体は、国民の部落問題に関する正しい認識を確立するため、教育活動、

文化活動、広報活動等を通じて、部落問題に関する知識の普及啓発及び人権思想の普及高揚に努

めなければならない。 

（人権擁護活動の推進） 

第６条 国及び地方公共団体は、同和地区の関係住民に対する人権擁護活動の強化を図るため、

人権擁護機関の充実、人権相談活動の推進等に努めなければならない。 

（部落差別の規制等） 

第７条 国は、部落差別事象の発生を防止するため、部落差別を助長する身元調査活動の規制、

雇用関係における部落差別の規制等必要な法制上の措置を講じなければならない。 

 



 

（部落差別の被害者に対する救済制度） 

第８条 国は、部落差別の被害者に対する救済制度を確立するため、人権委員会の設置等必要な

法制上の措置を講じなければならない。 

（同和対策事項） 

第９条 国及び地方公共団体は、同和地区の関係住民の社会的経済的地位の向上を図るため、次

の各号に掲げる事項に係る施策を講じなければならない。 

１ 同和地区における生活環境の改善 

２ 同和地区における社会福祉及び公衆衛生の向上及び増進 

３ 同和地区における農林漁業及び中小企業の振興 

４ 同和地区の関係住民の雇用の促進及び職業の安定 

５ 同和地区の関係住民に対する学校教育及び社会教育の充実 

６ その他同和地区の関係住民の社会的経済的地位の向上を図るために必要な事項 

２ 前項の施策は、有機的連携の下に総合的かつ計画的に策定され、及び実施されなければなら

ない。 

３ 政府は、第一項の施策の実施に必要な財政上の措置を講じなければならない。 
（行政組織の整備） 

第１０条 国及び地方公共団体は、部落問題を解決するための施策を推進するための行政組織の

整備に努めなければならない。 
（調査） 

第１１条 政府は、五年ごとに、同和地区の実態その他部落問題に関する実態を調査し、その結

果を公表しなければならない。 
（報告） 

第１２条 政府は、毎年、国会に部落問題を解決するために講じられた施策及び講ずべき施策に

関する報告書を提出しなければならない。 
（部落解放対策審議会） 

第１３条 総務庁に、部落解放対策審議会（以下「審議会」という）を置く。 

２ 審議会は、内閣総理大臣又は関係大臣の諮問に応じ、部落問題に関する重要事項を調査審議

する。 

３ 審議会は、前項に規定する事項に関し、内閣総理大臣又は関係大臣に意見を述べることがで

きる。 

第１４条 審議会は、委員２０人以内で組織する。 

２ 委員は、部落問題に関し学識経験のある者のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

３ 委員は、非常勤とする。 

４ 前三項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 
 

附 則 

１ この法律は、公布の日から施行する。  
  



 

（資料③ 「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」） 

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律     （平成１２年法律第１４７号） 

（ 目的） 

第 １条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人種、信条又は性

別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関する内外の情勢にかんがみ、人権

教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとと

もに、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資することを目的とする。 

（ 定義） 

第 ２条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動をいい、人権啓

発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理解を深めることを目的とす

る広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。 

（ 基本理念） 

第 ３条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場

を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得することが

できるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重及び実施機関の中立性の確

保を旨として行われなければならない。 

（ 国の責務） 

第 ４条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（ 地方公共団体の責務） 

第 ５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権

教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（ 国民の責務） 

第 ６条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会の実現に寄与するよう

努めなければならない。 

（ 基本計画の策定） 

第 ７条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人権教育及び

人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。 

（ 年次報告） 

第 ８条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策についての報告を提出

しなければならない。 

（ 財政上の措置） 

第 ９条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し、当該施策に係る事業

の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができる。 

 

 附 則 

 （施行期日） 

第 １条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第８条の規定は、この法律の施行の日の属する年

度の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関する施策について適用する。 

 （見直し） 

第 ２条 この法律は、この法律の施行の日から３年以内に、人権擁護施策推進法（平成８年法律第１２０

号）第３条第２項に基づく人権が侵害された場合における被害者の救済に関する施策の充実に関する基

本的事項についての人権擁護推進審議会の調査審議の結果をも踏まえ、見直しを行うものとする。 

注：文部科学省と共管 

（資料④） 
「職業と世系に基づく差別」を解決していくための原則と指針への提言 



 

 

Ⅰ「職業と世系に基づく差別」を解決していくための原則について 

 部落問題の歴史、概況、部落差別撤廃に向けた取り組みを踏まえ「職業と世系に基づく差別」

（以下単に「差別」と略）を解決していくための原則を以下に列挙する。 

 

１，「差別」は、「差別」を受けている人々に責任があるのではなく、国なり自治体が「差別」

を撤廃するために本格的な取り組みをしてこなかったことに責任があること。また、「差別」を

している人びとの中に根深く存在している差別意識と、それに基づく差別的な行為に原因がある

こと。 

２，「差別」は、「差別」を受けている人々自身が、自らの人間としてもっている尊厳に目覚め、

自らにむけられた差別の不当性を自覚し、その撤廃を求めた自主的な運動の盛り上がりによって

初めて撤廃に向けた取り組みが開始されること。また、「差別」撤廃に向けた取り組みは、この

運動と連携することによって初めて効果をあげていくこと。 

３，「差別」は、「差別」を受けている人々に深刻な被害を与えるだけでなく、「差別」をして

いる人びとの人間性をも傷つけていること。 

４，従って、「差別」を撤廃していくためには、「差別」を受けている人々による自主的な運動

と、国・自治体の取り組み、さらには「差別」をしていることを反省した人々による取り組みの

連携が不可欠であること。 

５，「差別」は、長い歴史があり、社会に深く根を張った問題であるため、この問題の解決には

総合的な方策が計画的に採られる必要があること。総合的な方策としては、少なくとも、以下の

方策が講じられる必要がある。 

（１）「差別」を、法律で明確に禁止すること。 

（２）「差別」の被害者を効果的に救済するシステムを構築すること。 

（３）「差別」されている人びとが劣悪な状況におかれていて、一般的な施策では解決できない

場合「特別の施策」が必要であること。ただし、「特別の施策」を実施することによって「差別」

されている人びとの実態が改善されてきたり、一般施策が改善されてきた場合には「特別の施策」

を廃止すること。 

（４）「差別」されている人々に対する差別意識を払拭するために教育・啓発が必要であること。

このための教育・啓発には、家庭教育、就学前教育、学校教育、社会教育、企業内研修、マスメ

ディアによる普及・宣伝等が含まれる必要があること。 

（５）「差別」されている人々と「差別」している人々との、対話を踏まえた連帯を構築してい

く必要があること。その際、「差別」されている人々が暮らす地区と、周辺地区に暮らす人々と

の連帯を構築するための取り組みとして「人権尊重のまちづくり」が重要な意義を持っているこ

と。 

６，「差別」されている人々は、通常その国の中で少数者であるため国内の努力だけではなかな

か「差別」撤廃の取り組みがなされないこと、また、「差別」が、日本や南アジアの国々、さら

にはアフリカのいくつかの国に存在していることから、国際的な視野を踏まえた取り組みが必要

であること。 



 

７，「差別」は、世界人権宣言や国際人権規約、さらには人種差別撤廃条約によって禁止されて

いる問題であること。  

 

Ⅱ 指針 

 次に、部落差別撤廃に向けた経験を踏まえ、「差別」撤廃に向けた指針を、以下、分野別に提

言する。 

１，国際的な差別撤廃・人権確立に向けた潮流に合流すること 

 「差別」を撤廃するためには、国際的な差別撤廃と人権確立に向けた潮流に合流することが必

要である。このためには、 

 （１）国連等が採択した「差別撤廃」に関する条約を締結すること。特に、国際人権規約、人

種差別撤廃条約を締結すること。 

 （２）締結した条約を国内で誠実に履行すること。このため、国内法を整備するとともに各条

約委員会から出された勧告を実施すること。 

 

２，「差別」を撤廃するための法制度を整備すること 

 当該国内において「差別」を撤廃するための基本方策を盛りこんだ法制度の整備をすることが

必要である。 

 

３，「差別」を禁止するとともに、被害者を救済するための機関を設置すること 

 差別撤廃と人権確立のための基本方策を定めた法律や制度の整備を受けて、具体的に「差別」

を禁止するとともに、その被害者を効果的に救済するための法制度の整備が必要である。このた

めには、 

（１）「差別」を明確に法律で禁止すること。 

（２）「差別」の被害者を救済するため、政府から独立し迅速かつ容易に実効的な救済ができる

機関（人権委員会）を設置すること。その際、国内人権機関の設置に関する原則（パリ原則）を

ふまえること。 

 

４，「差別」を撤廃するための教育・啓発を推進すること 

 ついで、差別を撤廃し人権を確立していくための教育・啓発を充実していくことが必要である。

その際、「差別」撤廃のための教育・啓発を推進する法整備を行うとともに「人権教育のための

世界プログラム」を活用し、以下の諸点に取り組むことが必要である。（「人権教育のための世

界プログラム」の第１段階は、２００５年～２００７年までで、重点課題は初等・中等学校制度

における人権教育の推進におかれている。） 

（１）国のレベルの人権教育・啓発基本計画、人権教育のための世界プログラムを反映した計画

を策定し、その中の重点に「差別」撤廃を盛りこむこと。 

（２）その際、被「差別」の当事者やＮＧＯ、専門家の参画を得た委員会を設置し提言を得るこ

と。 

（３）人権教育・啓発、人権教育のための世界プログラムの所管を全ての省庁に影響を及ぼせる



 

省におくこと。 

（４）自治体レベルでも人権教育・啓発基本計画、人権教育のための世界プログラムを反映した

計画を策定し、その重点課題として「差別」撤廃を位置付けること。 

（５）人権との関わりの深い特定職業従事者に対する人権教育を強化すること。このためテキス

トとカリキュラムを策定すること。その重点課題として「差別」撤廃を位置付けること。 

（６）各地に人権教育・啓発センターを整備すること。このセンターの活動の重点として「差別」

撤廃を位置付けること。 

（７）人権に関する高等研究・教育機関を設置すること。この機関の重要テーマとして「差別」

撤廃を位置付けること。 

（８）家庭教育、就学前教育、学校教育、社会教育の基本に人権教育を位置づけ系統的に実施す

ること。その際「差別」撤廃を重点課題として位置付けること。 

（９）企業や各団体においても人権教育に系統的に取り組むこと。その際「差別」撤廃を重点課

題と位置付けること。 

 

５，「差別」撤廃を困難にしている風習や制度を抜本的に見直すこと 

 「差別」は、長い歴史をもっているため「差別」撤廃を困難にしている風習や制度が存在して

いる。具体的には「ケガレ意識」や「イエ意識」等がある。こうした意識を基にした風習や制度

を見直していくことが必要である。 

 

６，「差別」を撤廃していくために国と自治体で体制・方針・法整備等を行うこと 

 「差別」を撤廃していくためには、国と自治体で体制を確立し、基本方針、基本計画、実施計

画を策定し着実に人権施策を実施していくとともに、定期的に効果測定を行っていくことが必要

である。また、これらを実施していくための根拠となる法整備が必要である。 

 このため、以下の諸点が求められる。 

（１）国のレベルで求められていること 

①国のレベルでは、人権行政を推進するための人権省又は人権庁を設置すること。この中に、「差

別」撤廃を担当するセクションを位置づけること。 

②「差別」撤廃に向けた基本方針、基本計画、実施計画を策定すること。 

③計画の実施状況を定期的に報告し評価すること。 

④「差別」に関する専門家やＮＧＯの参画を得た審議会を設置すること。 

⑤定期的に実態調査を実施すること。 

⑥上記の事項を推進していくための根拠となる法整備を行うこと。 

（２）自治体レベルで求められていること 

①自治体においても、人権局（部・課）を設置し、その中に「差別」撤廃を担当するセクション

を位置づけること。教育委員会部局にも人権教育課を設置し、「差別」撤廃のための教育の推進

に関するセクションを位置づけること。 

②「差別」撤廃を推進していくための基本方針、基本計画、実施計画を策定すること。その際、

「差別」を受けている地区と周辺地区との連帯を構築していくための「人権尊重のまちづくり」



 

を重視すること。 

③計画の実施状況を定期的に報告し評価すること。 

④「差別」に関する専門家やＮＧＯの参画を得た審議会を設置すること。 

⑤定期的に実態調査を実施すること。 

⑥「差別」されている人びとの地区に地域のコミュニティーセンターを設置すること、このセン

ターにおける総合相談活動を充実すること。 

⑦上記の事項を推進していくための根拠となる条例を整備すること。 

 

７，国並びに自治体の議会の中に、「差別」撤廃委員会を設置すること 

 差別を撤廃し人権を確立していくうえで、法律の整備、予算の確保等は決定的に重要である。

また、政府や自治体の取り組みが大きな影響を与える。これらを決定したり、チェックしていく

うえで国ならびに自治体の議会の果たす役割は決定的に重要である。このため、国ならびに自治

体の議会の中に、「差別」撤廃委員会を設置することが望まれる。なお、「差別」撤廃を目的と

した議員連盟の結成を求めていくことも必要である。 

 

８，裁判官、弁護士、検察官等法曹関係者に対して「差別」問題に関する研修を実施すること 

 「差別」の被害者を救済する最終的な機関は、裁判所である。その点で、裁判官、検察官、弁

護士などの法曹関係者に対する研修は決定的に重要な意味を持っている。このため、これらの

人々を養成する機関のカリキュラムの中に「差別」問題に関する科目を必修として盛りこむとと

もに、裁判官、検察官、弁護士に対する「差別」問題に関する研修を推進するためのカリキュラ

ムとテキストを整備し実施すること。 

 

９，民間企業においても「差別」撤廃に向けた体制の確立、基本方針の策定、業務の見直し、研

修の推進等に取り組むこと 

 「差別」を撤廃していくうえで民間企業の果たす役割は極めて大きなものがある。このため、

国連は、人権、労働基準、環境を守ることを目標に、企業との契約を結ぶことを提唱するところ

となってきている。（グローバル・コンパクト）また、企業の人権問題への取り組みに関する国

際的な基準が民間レベルにおいても設定されている。（たとえば、SA８０００） 

 民間企業において、「差別」問題に取り組むためには、以下の諸点が必要である。 

（１）企業の基本方針の中に「差別」撤廃を盛りこむこと。 

（２）「差別」撤廃のための推進体制を確立すること。その際、社内で決定権限を持つ人物を責

任者とすること。 

（３）企業内で「差別」撤廃に向けた研修を系統的に実施すること。 

（４）「差別」を撤廃するために採用規定を見直し、積極的な雇用促進に取り組むこと。 

（５）「差別」を撤廃するために、業務を見直すこと。 

（６）「差別」を撤廃するために、企業としての社会的貢献を行うこと。 

 なお、民間企業での「差別」撤廃に向けた取り組みを促進するため、国なり自治体が法律や指

針を設けることが有効である。例えば、国なり自治体が公共事業を発注する際に、「差別」撤廃



 

に取り組んでいることを条件とする方法などがある。 

 

10,労働組合、農業協同組合等においても「差別」撤廃に向けた体制の確立、基本方針の策定、

活動の見直し、研修の推進等に取り組むこと 

 労働組合や農業協同組合も、「差別」撤廃において、大きな役割を果たすことができる。この

ため、以下の取り組みが求められる。 

（１）基本方針の中に「差別」撤廃を明確に位置付けること。 

（２）「差別」撤廃のための体制を確立すること、少なくとも役員の中に担当役員を設置するこ

と。 

（３）「差別」撤廃のために、組合員に対する研修を系統的に実施すること。 

（４）「差別」撤廃のために、組合の諸規定、諸活動を見直すこと。 

（５）組合として、「差別」撤廃のための諸活動に積極的に参加すること。 

 

11,宗教教団においても「差別」撤廃に向けた体制の確立、基本方針の策定、研修の推進等に取

り組むこと 

 宗教教団も、「差別」撤廃に大きな役割を果たすことができる。なぜならば宗教は、歴史的に

も現状においても「差別」と深く結びついてきているからである。宗教教団の「差別」撤廃に向

けた取り組みとしては、以下の諸点が挙げられる。 

（１）基本理念の中に「差別」撤廃を位置付けること。 

（２）「差別」撤廃に向けた体制を確立すること。その際、宗教教団の中で責任ある人物を責任

者に任命すること。 

（３）「差別」撤廃のために、教義、諸行事等を見直すこと。 

（４）「差別」撤廃に向けて、教団の関係者、信者に対する系統的な研修を実施すること。 

（５）「差別」撤廃に向けた取り組みに積極的に参加すること。 

 

12,メディアにおいても「差別」撤廃に向けた体制を確立し、研修等に取り組むこと 

 「差別」を撤廃していく上で、メディアの果たす役割は大きい。しかしながら、メディアによ

る「差別」を助長する報道は少なくない。このため、メディアとして以下の対応をすることを求

めていく必要がある。 

（１）メディアの基本理念に、「差別」撤廃を盛りこむこと。 

（２）メディアの中に「差別」撤廃のための体制を設置すること。その際責任ある役員を中心と

した体制とすること。 

（３）「差別」を撤廃するための研修を系統的に実施すること。 

（４）「差別」を撤廃するための報道を積極的に実施すること。 

（５）メディアによる「差別」に関する苦情に誠実に対処するため、第三者機関を設置すること。 

 

13,「差別」を撤廃するための自主的な運動の役割を評価し、支援すること 

 「差別」を撤廃し人権を確立していくうえで、自主的な運動が果たす役割は決定的に重要であ



 

る。このため、 

（１）国や自治体が「差別」撤廃にとりくむ運動を正当に評価し、各種審議会委員等にも積極的

に参画を認めること。 

（２）「差別」撤廃にとりくむ運動を支援すること、このため税・財政面等での支援を行うこと。 

 

      以 上 
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